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序章 調査の背景・目的 

 

(1) 目的 

東北地方においては、今後ますますの人口減少や復興創生の推進等により、更

なる情勢変化が予想される中、地域の持続的発展において、「交通」が果たすべ

き役割は引き続き大きく、時代に即応し効果的に「交通」に関する取組を推進し

ていくことが必要不可欠である。 

また、「交通」に関する取組を推進する上で、過去の施策の経験や成果等を有

効活用することも重要であるが、施策等の効果の有無は地域により様々であり、

地域毎の相違・要因等の整理が喫緊の課題である。 

東北運輸局においては、平成１７年３月に東北地方交通審議会から「東北地方

における望ましい交通のあり方及び観光振興戦略について」として、概ね２０１

５年（平成２７年）を年次目標とする東北６県の交通・観光に関する中長期的な

ビジョンが答申され、さらに、平成２２年３月には重点的に実施すべき施策を「東

北交通アクションプラン」として策定し、平成２８年度においては、東北地方に

おける交通に関する現況把握及び平成１７年答申等に示された施策の進捗状況を

分析・評価し、総括的なフォローアップ等を実施してきたところである。 

今般、「交通」に関する地域の諸課題に対応するため、平成２８年度に実施した

フォローアップの結果を参考に、「交通」の維持・確保に対する地方公共団体等の

抱える問題とその対応状況等をより詳細に情報収集・分析を進め、地域の実情に応

じてなされた創意工夫を踏まえつつ、東北地方全体に「交通」の重要性の認識と創

意工夫モデル構築に向けた支援とするための調査を実施する。 
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(2) 業務フロー 

本業務の業務フローは、次に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 序-1 業務フロー 

１．東北地域の実情に応じた創意工夫の取組の現況調査 

(1) 東北地方における各市町村の取組状況と取組上

の課題の再整理 

(2)創意工夫事例の収集・整理 

取りまとめ 

５．他地域への展開 

マニュアルの作成 

４
．
取
組
の
有
効
性
検
証 

２．創意工夫の視点の整理 

３．取組に際しての課題の抽出 

(1) 市町村ヒアリング調査の実施 

(2)取組に際しての課題の抽出 
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1. 東北地域の実情に応じた創意工夫の取組の現況調査 

 (1) 東北地方における各市町村の取組状況と取組上の課題の再整理 

1)  市町村アンケート調査の概要 

各市町村における地域公共交通の確保・維持に対する取組状況及び段階を進

む際の課題・工夫点等を把握することを目的として、平成 28 年度において管内

全市町村を対象にアンケート調査を実施した。 

具体的には、運輸局から各県交通担当部署を通じて、全市町村へメールにて

調査票等を配布し、回答後、コンサルタントの調査回収専用アドレス宛に返送

する形で実施した。 

実施概要については下記の通りとなる。 

 

   ○配布：平成 29 年１月 5 日 

   ○回収：返送期限を平成 29 年 1 月 27 日に設定、以後も返送を受け付けた結

果、198 市町村より回答（回収率：87.2％） 

 

本節では、平成 28 年度の調査結果を活用し、東北地方における交通の維持・

確保における課題を中心に取りまとめるものとする。 
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2)  市町村の取組状況 

・回答した１９８市町村のうち、地域公共交通の確保・維持に関する取組のい

ずれか一つでも取り組んだ市町村は１84 市町村（全く取り組んでいないのが

14 市町村）。 

・うち、地域公共交通の確保・維持として市町村が主体的な役割を担う「コミ

ュニティバス」、「デマンド交通」、「有償運送に対する支援等」の運行に関し

て、いずれかを現在継続して取組中である市町村が７８％を占めている。 

・今後実施を予定している市町村や、取り組んだが終了済みの市町村等をあわ

せると８７％となっており、東北全体で何かしらの取組が進められている。 

 

図 1-1 地域公共交通の運行に対する取組状況 

（コミュニティバス・デマンド交通・有償運送） 

  

現在、

取組を

継続中, 
78%

今後実施を

予定, 6%

取り組んだ

が終了済, 
3%

検討したが

実施せず, 
2%

検討してい

ない, 11%

(N=198)

計画策定市町村 ： ３７％

計画未策定市町村： ４１％
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・地域公共交通の運行を取組内容別にみると、「コミュニティバスの運行」最も

取り組まれている。 

・なお、一部の市町村では路線バスへの補助のみを実施するにとどまっている。 

 

図 1-2 地域公共交通の運行関係の取組状況 

（コミュニティバス・デマンド交通・有償運送別） 

 

 

図 1-3 路線バスへの補助を実施している市町村における,地域公共交通の運行へ

の取組状況 
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・市町村の人口規模により取組内容が異なっているほか、全体的に人口規模が

大きい市町村では、市町村合併等の影響もあり、合併前市町村の取組を継続

しているなどの動きがあるものと想定される。 

 

 

 

図 1-4 人口規模別にみた地域公共交通への取組状況 

（コミュニティバス・デマンド交通・有償運送別） 
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3)  各段階における課題 

➀ 取組の必要性を感じたか？に当たっての課題 

・住民や事業者からの指摘がないために、政策の優先順位も低く、地域公共交通の確

保・維持に対する必要性を認識していない可能性がある。 

 

 

図 1-5 地域公共交通の維持・確保の必要性を「検討しなかった」と回答した 

地方公共団体における背景 

 

 

図 1-6 地域公共交通の維持・確保の必要性自体が「なかった」と回答した 

地方公共団体における背景 
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②計画を策定したか？に当たっての課題 

・予算や人材・体制の確保が困難、また、計画策定に必要な知識・情報が不足してい

るなどが課題としてあげられている。 

 

 
図 1-7 計画策定が困難であった理由（全体） 

 

 

図 1-8 取組内容別にみた計画策定が困難であった理由 
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・人材、体制に関しては、人口規模の小さい市町村、また人口密度の低い市町村ほど、

兼任担当者のみで構成されるなど、小規模市町村における地域公共交通に対する体

制確保が厳しい状況が伺われる。 

 

 

図 1-9 人口規模別にみた地域公共交通を担当する職員の状況 

 

 
図 1-10 人口密度別にみた地域公共交通を担当する職員の状況 
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③事業化したか？に当たっての課題 

・計画策定と同様に、事業化段階においても、予算確保が課題としてあげられている。 

・なお、地域公共交通の運行関係においては、「その他」の比率が高くなっているが、

この内容としては、「調査実施により、現状の運行システムの方が有効と判断」、「都

市形成と住民ニーズとの整合性があわない」、「デマンドシステムが馴染まない」と

いったものが挙げられている。 

 

 

図 1-11 取組内容別にみた事業化が困難であった理由 
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③事業の実施に向けて必要となる知識・情報がなかったから

④職員の異動等により、事業実施に対するキーマンが不在と

なったから

⑤優先的に対応すべき課題・政策が変わったから

⑥住民との調整が困難であったから

⑦交通事業者との調整が困難であったから

⑧庁内関係者との調整が困難であったから

⑨今後取り組む予定である

⑩その他

計画策定関係(N=7) 地域公共交通の運行関係(N=16)
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④事業継続したか？に当たっての課題 

・関係者との協議・調整をあまり行っていない市町村が多いほか、利用低迷・採算性

確保が困難であったために、地域公共交通の運行を継続できていない市町村がみら

れる。 

 

 

図 1-12 関係者との合意形成手法 

 

 

図 1-13 取組終了の背景 
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・なお、取組中の市町村及び今後取り組む予定の市町村とも、事業継続にあたっての

課題として、「①予算の確保」や「⑤交通事業者との調整」をあげる市町村が多く、

特に、事業終了の市町村で「⑤交通事業者との調整」の比率が高くなっている。 

 

 

図 1-14 取組を継続する上での課題（全体） 

  

86%

47%

32%

44%

63%

19%

6%

14%

5%

5%

81%

51%

44%

53%

81%

29%

13%

19%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①予算の確保

②人材の確保・体制の整備

③専門知識の習得

④地域住民との調整

⑤交通事業者との調整

⑥庁内関係者との調整

⑦外部人材の活用

⑧評価の実施

⑨その他

⑩特にない

事業継続（取組中）の市町村

（N=170)
事業終了の市町村（N=75)



13 
 

 

4)  各段階における工夫 

➀ 取組の必要性段階での工夫 

・予算・体制面で厳しい中、取組を進める上で、交通事業者や県・国との普段からの

関係づくりが重要である。 

 

 

図 1-15 必要性の認識状況別にみた、普段の相談相手 
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②他市町村の担当者

③都道府県の担当者

④東北運輸局・各運輸支局の担当者

⑤東北地方整備局・各事務所の担当者

⑥コンサルタント

⑦学識経験者

⑧その他

⑨相談できる相手が欲しいが、

特定の相手がおらず、困っている

⑩特に相談する必要はない

必要性を認識し取り組んでいる市町村（N=164)

必要性がない、あるが実施しなかった市町村（N=34）
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・「地域からの要望がない」から取り組まないという市町村が多い中、本当に要望が

ないのか、ニーズ有無を的確に把握していくことが重要である。 

 

 

図 1-16 取組継続中の市町村における、取組継続の背景 
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⑦県からの情報提供・働きかけ

⑧近隣市町村からの情報提供・働きかけ

⑨その他

計画策定関係(N=22) 地域公共交通の運行関係(N=147)
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② 計画策定段階での工夫 

・国や学識経験者等との関係を普段から構築し、その関係性を活かして、地域住民

等へアプローチしていくことが有効と考えられる。 

 

 

図 1-17 計画策定への取組状況別にみた普段の相談相手 

 

図 1-18 計画策定への取組状況別にみた工夫点 
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⑤東北地方整備局・各事務所の担当者

⑥コンサルタント

⑦学識経験者

⑧その他

⑨相談できる相手が欲しいが、

特定の相手がおらず、困っている

⑩特に相談する必要はない

計画策定取組市町村(N=85) 計画策定非取組市町村(N=111)
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⑦外部人材の活用

⑧その他

⑨特に何もしていない

取組継続中（N=22) 今後実施を予定（N=27）
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③ 事業化段階での工夫 

・予算・体制確保に課題がある中で、アドバイザー等の活用が事業化にあたって有効

と考えられる。 

 

 

図 1-19 事業化した市町村における関係者との協議・調整状況 

 

 

図 1-20 関係者との協議・調整上のアドバイザーの有無 
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④ 事業継続の段階での工夫 

・地域公共交通の主たる利用者となる住民等に対する工夫が多くなっている。 

・計画策定市町村の方が、利用環境整備や利用促進方策をはじめとした取組にも着

手している。 

 

図 1-21 事業継続に当たっての工夫点 

 

 

図 1-22 計画策定状況と利用環境整備等の取組状況 
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(N=104)

現在、取組を継続中 今後実施を予定 取り組んだが終了済

検討したが実施せず 検討していない

利用環境改善

や利用促進

について
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5)  市町村アンケート結果からみた取組上の課題の再整理 

以上の集計結果に基づき整理すると、各段階を進めて行くに当たって、「予算・人材

体制の確保」、「知識不足」を多くの市町村が抱えている実態が把握された。 

そのような中、様々な工夫により交通を確保していることも把握された。 

 

 

 

図 1-23 市町村アンケート結果からみた、地域が抱える主な課題 

  

段階１：

取組の必要
性を感じた

か？

段階２：

計画を作成
したか？

Ａ：取組の必要
性を“感じなかっ

た”

Ｂ：計画を作成し
なかった

段階３：

事業化した
か？

Ｃ：事業化しな
かった

継続的に事
業展開でき

たか？

Ｅ：継続してできた

Ｄ：継続できな
かった

地域が抱える主な課題（ アンケートより）

•住民や事業者から指摘がないので検討に至らない

•人口規模の小さい自治体を中心に現状を把握し切
れていない

•計画策定に向けた予算や人材・体制の確保が
困難、また、策定に必要な知識・情報不足

•事業化に向けて必要となる予算の確保が困難

•利用低迷による事業終了

•予算の確保とあわせて、交通事業者との協議
調整が課題として指摘
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このような状況を踏まえ、地域公共交通の維持確保に係る取り組みを進めて行くに

当たっては、各段階において取り組むべき方向性として次の事項が考えられる。 

 

 

 

図 1-24 市町村アンケート結果からみた、各段階において地域が取り組むべき方向性 

  

・地域の課題を的確に把握
・市町村、地域住民、交通事業者、学識経験者、国、県の関係構築と関係者
の責任所在の明確化
・地域住民の生活圏を念頭に「他地域連携」も重要

必要性の
認識

・予算、人材、知識が不足する中で、アドバイザーの積極活用
・市町村へ他の主体からのフォロー・連携 等

計画策定

・計画策定段階同様に、アドバイザーの積極的な活用
・「他分野との連携」の視点にも立ち、クロスセクターベネフィットの考え方に基づ
き、効果的な手法を検討

事業化

・利用主体となる住民との連携（自らの課題として認識してもらうなど、意識転換
をはじめとした関係構築が必要）
・地域の状況変化に的確に対応していくべく、継続的な見直し

事業継続
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 (2) 創意工夫事例の収集・整理 

1)  平成 28年度において整理された創意工夫の視点 

平成 28 年度調査では、市町村アンケート調査結果に基づく課題への「工夫の視点」

を把握するために、各段階における全国の取組事例について収集・整理した。その中

で、次の 4 つの視点に基づき取組を推進していくことが、東北地方における地域公共

交通の維持・確保に当たって有効性が高いものとして抽出された。 

 

 

 

 

図 1-25 4つの工夫の視点と平成 28年度に収集・整理された事例との対応 

 

 

 

 

 

地域主体の取組 課題共有・事業継続へ向けて意識転換・責任の明確化

関係者との連携 外部人材の積極活用による市町村の取組の支援

他分野との連携 交通の枠組みにとらわれず、多様な資源等を活用

他地域との連携 単一市町村のみでは対応できない課題への対応

必要性の認識 計画策定 事業化 事業継続

「さわやか号」（福島県会津若松市） ●

「あねっこ号」（岩手県雫石町） ●

「魚津市民バス」（富山県魚津市） ●

「ぐるっと生瀬」（兵庫県西宮市） ●

地域公共交通東北仕事人の活用①（青森県弘前市） ●

地域公共交通東北仕事人の活用②（岩手県田野畑村） ● ●

地域住民への還元（山形県尾花沢市・㈲はながさバス） ●

村営バスの民営化（埼玉県東秩父村・イーグルバス㈱） ●

まちづくりとの連携 町営バスの民営化（埼玉県ときがわ町・イーグルバス㈱） ●

福祉との連携 子育てタクシー（宮城県仙台市・フタバタクシー） ●

「ＩＧＲ地域医療ライン」（ＩＧＲいわて銀河鉄道　等） ●

高速バスの一般乗降①（千葉県南房総市・ＪＲバス関東） ●

高速バスの一般乗降②（千葉交通㈱　等） ●

高速バスの一般乗降③（関東鉄道㈱　等） ●

「ヒトモノバス」（ヤマト運輸㈱・岩手県北自動車　等） ●

鉄道での貨客混載（佐川急便㈱・北越急行） ●

「スマイルグリーン号」（山形県山形市・中山町） ● ●

「愛のりタクシー」（滋賀県彦根市等） ●

隣接コミュニティバス間連携（茨城県つくば市　等） ●

「バスアセスメント」　（岩手県） ●

国の要件を満たさない準幹線系統の運行（香川県） ●

県による網形成計画/再編実施計画の策定（大分県） ●

県と市町村との合同研究 「最上地域政策研究所」の取組（山形県　他） ●

「全国タクシー配車」　（Japan　Taxi㈱） ●

「ささえ合い交通」（京都府京丹後市） ●

他地域
連携

複数市町村間連携

県の役割

新技術活用
新技術
活用

関係者
連携

アドバイザーの効果的活用

他分野
連携

観光流動との連携

広域交通と地域交通
の連携

旅客と物流との連携

取組において特に工夫された段階
事例内容項目視点

地域
主体

地域住民との連携に
関する事例
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2)  今年度における事例収集の考え方 

国土交通省総合政策局等において、高齢者の移動手段の確保に当たっては、これま

での地域公共交通の対象となっていた交通モードや枠組みにとらわれず、多様な交

通・分野・地域が連携した対応が必要であることが取りまとめられた。 

中でも、「地域公共交通の活性化及び再生の将来像を考える懇談会」や「高齢者の

移動手段の確保に関する検討会 中間取りまとめ」において示された、過疎地域にお

ける旅客輸送と貨物輸送の掛け持ちや、自家用有償運送導入の円滑化、営利を目的と

しない「互助」による輸送のための考え方、福祉施策との連携など、新たな枠組みに

よる地域公共交通の維持・確保方策に関する方向性について検討していくことが求め

られている。 

そこで、今年度における事例収集については、以上の背景を踏まえながら、次の 4

つの視点、4つの事例に着目し、地域公共交通の維持・確保に当たっての創意工夫の視

点として追加することを検討した。 

 

 

○追加収集した取組事例 

 ➀地域づくりの一環としての拠点整備と交通手段の確保 

：NPO法人 くちない（岩手県北上市） 

 ②乗合タクシーにおける貨客混載     ：旭川中央タクシー（北海道旭川市） 

 ③地元任意団体による地域交通の確保（法適用外） 

：野川南台団地（神奈川県川崎市） 

    ④訪問型移動支援サービスの活用  ：神奈川県秦野市 
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事例対象 NPOくちない における自家用有償運送と拠点整備 

創意工夫の視点 「地域づくりの一環としての拠点整備と交通手段の確保」 

所在地 岩手県北上市 

事例概要 ○概要 

 ・北上市東部の中山間地域にあり、冬季は積雪が多く人口が減少してい

る地区である。平成 19 年には店舗を併設したＪＡ口 内支店が撤退し

ている。公共交通も不便であったため、地域の有志が 平成 21年に「Ｎ

ＰＯ法人くちない」を設立し、平成 22 年から公共交通空 白地有償運

送（過疎地有償運送）、福祉有償運送を実地している。さら に、平成

23年から撤退したＪＡストアにて、食料品店「店っこくちない」を 開

業し、高齢者に対して移動手段と食料品店を提供。 

 ・常勤スタッフ 2名、臨時スタッフ 1名が担当 し、移動サービスは、11

人のボランティアスタッフが担当している。 公共交通空白地有償運送

と福祉有償運送には、NPO 法人が所有する 1 台の車両と、個人が所有

する 10 台の車両が利用 

 ・有償運送については、地域内を運行する「公共交通空白地有償運送」

と、平日の市中心部の病院とへ送迎する「福祉有償運送」の 2種類 

 ・年々、利用者数が増加傾向、既存バス停留所と自宅間の送迎など、既

存交通機関との連携も図っている。 

     

 

取組上の効果 ○2つの有償運送サービスの展開（過疎地有償運送、福祉有償運送） 

○既存交通機関との連携によるバス路線の維持への寄与 

○地域づくりとの連携 

東北地方における 

有効性 

○地方部における「おでかけ」の創出 

 ・事例は地方都市の郊外部に位置し、高齢化、過疎化も進む地域であり、

公共交通の維持・確保が難しい地域といえる。 

 ・このような地域において、有償運送の枠組みに基づき路線バス廃止後

の生活交通を確保しているだけでなく、路線バスとの乗り継ぎ地点に

おいて、店舗も構え、地域住民の憩いの場としても利用できるように

したことによって、地域内での「おでかけ」を創出することに繋がっ

ている。 

 ・地域公共交通の維持・確保においては、交通手段の導入が主眼ととら

えがちではあるが、地域づくりの一環の中で取組を推進していく工夫

の視点は有効性が高いと想定される。 

出典等 ・NPO法人くちない 
 （http://www.kuchinai.org/npo/report.html） 
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事例対象 旭川中央ハイヤー(株)の乗合タクシー 

創意工夫の視点 「乗合タクシーにおける貨客混載」 

所在地 北海道旭川市 

事例概要 ○概要 

 ・旭川中央ハイヤーの乗り合いタクシーは、JR東旭川駅と約 20キロ離れ

た米飯（ペーパン）地区（「東桜丘」「瑞穂」「米原」「豊田」の 4 地区

を総称した地名）間を、住民の予約に応じて平日 10便、土日 7便運行

している。 

・今回計画している配達エリアは旭川市米飯地区、東旭川駅周辺で、予

約のない時間帯を乗り合いタクシーの運転手が個別配送するもの 

  

 
1. 往路 1便目運行後、旭川営業所で配達荷物を受け取る。受け取った後

は JR東旭川駅から通常運行 

2. 乗車待ち、空車時間など運行の合間を利用して配達 

3. 配達業務を終えたら、旭川営業所で不在などの未配達の荷物を引き渡

して業務終了 

取組上の効果 ○乗合タクシーの空き時間有効活用による人流・物流双方の確保 

○運行の効率化と、収益確保 

東北地方における 

有効性 

○過疎地域における乗合タクシーの有効活用 

 ・旭川市の乗合タクシー同様に、地域によっては、稼働率の低い乗合タクシ

ーもみられる。特に、過疎地をはじめとして、利用が低迷しているところ

では、人流のための交通手段の確保に限らず,物流交通の確保自体も課題と

なっている。 

 ・よって、空き時間の有効活用により、人流・物流双方を確保していく取組

の有効性は高いだけでなく、乗合タクシー事業者においても新たな収益の

確保にも繋がることが期待されることから、持続可能な運行が可能となる。 

出典等 ・国土交通省北海道運輸局旭川運輸支局記者発表資料 
・佐川急便ニュースリリース（平成 29年 10月 31日） 
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事例対象 野川南台団地コミュニティバス「みらい」 

創意工夫の視点 「地元任意団体による地域交通の確保(法適用外)」 

所在地 神奈川県川崎市 

事例概要 ○概要 

 ・地区内には日常的に必要なものを買い揃える商店や定期的に通う病院

などがほとんどなく、公共の交通機関も乗り入れていなかった。高齢

となった住民が坂道を行き来するのは困難で、外出しにくい状況とな

っていた。 

 ・平成 17 年、県営野川南台団地自治会が中心となって、「南台コミュニ

ティ交通導入推進協議会」を設立。コミュニティ交通の導入を目指し、

行政と協働で取り組みをスタート 

 ・路線バスや乗り合いタクシーの運行も考えられたが、運行の環境や採

算が合わないと判断。持続性を重視しようと、自治会が運行すること

を選択、ガソリン代、車両保険代、運転手への謝礼などの運営費は自

治会費で負担、運転手は地域のボランティアとされた。 

 ・平成 18年度に約 1ヶ月、平成 19年度に約 6 ヶ月の試行運行が行われ、

同時にアンケート調査を実施。路線ルートや運行内容の検討が重ねら

れ、ようやく、平成 20年 7月より本格運行が開始 

    

 

取組上の効果 ○公共交通空白地における地域主導による公共交通の確保 

東北地方における 

有効性 

○都市郊外部及び地方部の双方での取組への適用性 

 ・事例は都市部である川崎市のものではあるものの、既存公共交通機関

では生活交通の確保が困難な地域における地域主導の取組である。東

北地方においても都市の郊外における既存交通機関までのフィーダー

輸送の確保などにも適用可能性が想定。 

 ・さらに、都市部に限らず、地方部においても、既存の交通モードにと

らわれない地域資源の有効活用と、「互助」輸送の考え方・スキーム

としては事例を参考にすることも可能。 

出典等 ・川崎市宮前区ポータルサイト「みやまえぽーたろう」 
 （https://miyamae-portal.net/mp/miyamae_bus/?sid=875） 

https://miyamae-portal.net/mp/miyamae_bus/?sid=875


25 
 

 

事例対象 訪問型移動支援サービス 

創意工夫の視点 「訪問型移動支援サービスの活用」 

所在地 神奈川県秦野市 

事例概要 ○概要 

 ・市の介護予防拠点施設を会場として、これまでいきがい型デイサービ

ス事業を展開。送迎サービスをシルバー人材センターに委託しながら

進めてきたものの、他地域からのアクセスが悪い施設であるために、

送迎利用者が利用者の半数以上を占めていた。 

 ・さらに、送迎について、委託先のシルバー人材センターが、事故が多

発したために辞退を申し出、その後、タクシー会社に委託も経費が増

大し,デイサービスの回数を削減する事態になった。 

 ・そこで、送迎サービスを介護予防ケアマネジメントの中の、移動支援

策として位置づけられている「訪問型サービス D」により提供すること

へ転換。 

 ・対象者：次の 3要件すべてを満たす人 

   ➀通所型サービス Bの利用者 

   ②要支援者または事業対象者 

   ③ケアマネジメントの結果、送迎を必要とする人 

 ・実施方法：送迎を行う事業者への間接経費の補助 

 ・送迎車両：➀送迎を行う事業者の所有者両、②公用車の無償貸与 

 

取組上の効果 ○介護制度（福祉分野）を活用した中で、高齢者の移動手段を確保 

○総合事業移行後、のべ利用者数も増加 

東北地方における 

有効性 

○福祉サービスの有効活用 

 ・交通と福祉の棲み分け問題は、東北地方に限らず地域公共交通問題へ

対処する上で、多くの問題として発生。 

 ・そのような中、福祉分野での既存事業を活かしつつ、平成 28年 4月以

降、法改正に基づきサービス提供が可能となった「訪問型サービス D」

を活用することにより、高齢者の移動手段、交流場面の提供が可能と

なっている。 

出典等 ・（http://www.zenkoku-ido.net/_action/pdf/2016josei/161222hadano_houmonD.pdf） 
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2. 創意工夫の視点の整理 

1 章で整理したとおり、地域公共交通の維持・確保に当たっては,地域の実情に応じ

た対応が求められ、その中でさまざまな創意工夫がなされているのが実情といえる。 

平成 28 年度の検討成果においては、4 つの創意工夫の視点が有効であることを整理

したが、今年度の追加把握した事例についても、4つの創意工夫の視点と関係性が認め

られる。 

 

 ➀地域づくりの一環としての拠点整備と交通手段の確保 

：NPO法人 くちない（岩手県北上市）  

     →「地域主導」、「他分野連携（地域づくり）」に基づく事業化 

 

 ②乗合タクシーにおける貨客混載     ：旭川中央タクシー（北海道旭川市） 

     →「他分野連携（貨物需要）」に基づく事業化 

 

 ③地元任意団体による地域交通の確保（法適用外） 

：野川南台団地（神奈川県川崎市） 

     →「地域主導」、「他分野連携（地域づくり）」に基づく必要性認識、計画策

定、事業化 

 

    ④訪問型移動支援サービスの活用  ：神奈川県秦野市 

     →「他分野連携（福祉）」に基づく必要性認識、計画策定、事業化 

 

以上の整理からも、平成 28年度に整理した創意工夫の視点について、改めて整理す

ることにより、東北地方における地域公共交通の維持・確保の取組を推進する上での

視点として位置づける。 
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(1) 地域主体による取組の推進 

⇒ 特に 必要性の認識・事業継続 

⇒必要性の認識段階で、住民側から市町村に訴え、市町村と課題共有を図るとと

もに、住民が地域公共交通の運行に主体的に取り組むことで事業継続につなげ

ている 

  ・民間路線バスが撤退する中で、地域が主体となっ

て様々な取組を進めている事例がみられる。 

  ・中でも、地域での協議会の設立や調査の実施によ

る実態把握、運行計画の立案、地域を参画する仕

組みを構築し、地域に還元することによって取組

意欲の向上、継続的・定期的な見直しの実践によ

り、利用しやすい環境を追求する事例等がみられ

る。 

  ・特に、会津若松市の事例では、町内会など、地域住民が主体となって運行協議会を

設立し、コミュニティバスの運行につなげている。 

  ・また、北上市口内地区の事例では、NPO法人が主体となって有償運送を行っている

ほか、既存交通機関であるバス路線と連携を図り、NPO法人が運営する店舗をバス

待ち環境としても位置づけ、お出かけの創出に寄与するなどの効果がみられている。 

  ・東北地方の市町村において、事業継続にあたり「地域への合意形成・説明・周知」

が重要な視点となる中で、このような事例を参考に、地域主体の取組を促進してい

くことが有効と考えられる。 

 

(2) 関係者との協働により、特にアドバイザーを有効に活用 

           ⇒ 特に 計画策定・事業化・事業継続 

⇒必要性の認識から計画策定、事業化、事業継続の全般に渡り、アドバイザーを

活用することで、地域公共交通の確保・維持につなげている 

  ・「地域公共交通東北仕事人」制度を有効に活用し、

計画策定・事業化・事業継続にわたって、アドバ

イザーを有効に活用した事例がみられる。 

  ・特に青森県弘前市の事例では、登録された仕事人

が市民目線に立ってモビリティ・マネジメント活

動に取り組んでいる。 

  ・一方、東北地方の市町村においては、同制度に対

する認知度・活用状況は必ずしも高いとは言い難

い。 

  ・事業化にあたっての合意形成においては、アドバイザーの有無が重要となっている

状況をかんがみ、このような事例を参考に、取組を促進していくことが有効と考え

られる。 

図 事例（福島県会津若松市） 

図 事例（青森県弘前市） 
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(3) 交通以外の他分野と連携 

  （連携対象：観光、福祉、まちづくり、広域交通、物流等） 

⇒ 特に事業化・事業継続 

⇒予算・体制面で厳しい中、事業化(事業化にあたっての計画策定を含む)にあた

って、交通の枠組みにとらわれず、多様な分野と連携することで、地域公共交

通の安定的な運行につなげている 

  ・地域公共交通の対象となる地域住民の人口減少が進む中で、多様な分野と連携した

取組により、安定的な運行を確保している事例がみられ、特に、観光分野との連携

や福祉施策、まちづくり施策との連携、旅客流動に限らず物流との連携による需要

の確保もみられる。 

  ・中でも、山形県尾花沢市の事例では、観光

地である銀山温泉と最寄駅との間の路線

バスについて、観光客輸送の機能を持ちな

がら、地元住民も利用しやすく配慮し、地

元住民の運賃を低減させるなどの工夫が

みられる。 

  ・また、千葉県南房総市の事例では、高速バ

スを活用し、一部区間で一般乗降を行うこ

とにより、一般路線バスの維持・確保につ

なげている。東北地方内にも高速バス路線

が多数運行されており、地域公共交通に対

する各種モードの導入に限らず、広域流動

と組み合わせることも、維持・確保に向け

た方策の一つとして想定される。 

  ・さらに、近年では、北海道旭川市において、乗合タクシーにおける貨客混載が開始

された。従来の鉄道やバス中心であった貨客混載事業も、地域公共交通の各交通手

段おいても活用され、収益の確保を目指している。 

  ・このように、東北地方全体において人口減少が叫ばれる中、多様な既存資源を活用

しつつ、地域公共交通を他分野と合わせて共存させていく仕組みの構築が有効と考

えられる。 

  

図 事例（山形県尾花沢市） 

 

図 事例（千葉県南房総市） 
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(4) 自治域内に限らず、他地域と連携 

 ⇒ 特に 必要性の認識・計画策定 

⇒生活圏が市町村域を跨いでいる市町村や、単一市町村のみでは課題解決が困難

な状況において、必要性の認識・計画策定・事業化の各段階で、複数市町村の

連携や県による主体的な取組がみられる 

  ・財政状況や市町村における人員体制の構築が厳しい中、複数市町村間の連携や広域

交通流動との連携といった視点により、一地方公共団体 

   単独では困難な状況を多様な連携の中で対応している事例がみられる。 

  

  ・東北地方においても、定住自立圏構想の制度を

有効活用した事例がみられ、中でも山形県山形

市・中山町の事例では、従前山形市内のみで乗

合タクシーを運行していたところ、地域住民の

生活圏等を考慮し、隣接する中山町まで運行区

間を延長している。 

・このように、地域公共交通に関する課題を共有 

する隣接する市町村間で、住民の生活圏に対応した地域公共交通の導入は重要であ

ると考えられる。 

  ・このような他地域連携については、県の役割も重要と想定され、市町村では対応が

困難な場合における計画策定や、既存の補助制度の対象とならない路線に対する支

援方策等を検討することも有効と考えられる。 

  

図 事例（山形県山形市・中山町） 
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(5) 従来の枠組みにとらわれず、IT技術等を活用した対応 

⇒ 特に 事業化 

⇒従来の考え方の中では対応が困難な場合において、近年の新たな技術動向を積

極的に活用しながら事業化を進め、地域公共交通の確保につなげている 

  ・公共交通事業を担うべき事業者等が不在となる中では、地域の資源と最新の ICT

技術等を活用することによって、地域公共交通の確保を進める動きもみられる。 

  ・この場合、路線バスやコミュニティバス、デマンド型交通等の交通モードにとらわ

れず、一般タクシーの活用・利用環境の改善や、京都府京丹後市での自家用自動車

有償運送事業のように、ICT技術を活用することで、乗降場所指定の容易化や多言

語対応・クレジット決済対応等を可能にするなどの事例がある。 

  ・さらに、近年では、ライドシェアが広まりつつあり、公共交通が運行していない地

域を中心に、様々な事業展開が進められている。 

 

図 事例（京都府京丹後市） 
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3. 取組に際しての課題の抽出 

 (1) 市町村ヒアリング調査の実施 

1)  ヒアリング調査の概要 

東北地方における市町村の取組上の課題については、1章で整理したとおりであるが、

地域の実情に応じて創意工夫の視点に立ったなかで実際の取組を進めていく上での課

題や国に対するニーズを把握するために、東北各県の市町村を抽出し、ヒアリング調

査を実施した。 

実施概要については下記の通りとなる。 

 

   ○ヒアリング先・実施日時 

    ・青森県今別町・外ヶ浜町  ：平成 29年 10月 24日 

    ・岩手県八幡平市   ：平成 29年 11月 16日 

    ・宮城県山元町    ：平成 29年 11月 13日 

    ・秋田県五城目町・八郎潟町・大潟村 ：平成 29年 11月 7日 

    ・山形県大蔵村    ：平成 30年 2月 20日 

    ・福島県会津美里町   ：平成 30年 1月 23日 

 

   ○ヒアリング項目 

    ・地域の状況、現状の取組概要と課題、国へのサポート要望 

    ・担当業務の実態(兼務状況を含)、交通に関する業務を進める上で欲しいもの 

    ・外部（事業者）との状況、要望 

    ・他分野との連携状況 

    ・他地域との連携状況 

    ・関係者との連携状況     等 

 

2)  ヒアリング調査の結果概要 

結果概要については、次ページの一覧表に示す通りである。 
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岩手県 宮城県 福島県
今別町 外ヶ浜町 岩手県八幡平市 五城目町 八郎潟町 大潟村 山元町 会津美里町

1 自治体の「交通」の状況

・今別町巡回バス
・外ヶ浜循環バス
⇒新幹線開業に伴い、観光客増加を想定してい
たが、需要予測が難しく、空車の場合が多い
・タクシー事業者は1者
・自家用有償運送の運行形態は直営
・高齢者の利用が多い
・青森市内へ高校生が通学しているが、新幹線の
定期代が高額のため、通学に係る交通費補助を
実施

・外ヶ浜循環バス
・免許更新費用助成を実施
⇒中々進んでいない
・タクシー事業者は3者
・自家用有償運送の運行形態は事業者へ
委託

・患者輸送バスからコミュニティバスに運行形
態を移行
・田山地区で半年間のデマンド型試験運行
を実施中
・利用者は通院、診療目的がメイン

・広域路線バス
・デマンドタクシー
・スクールバス、スクールタクシー
・普通タクシー
・福祉輸送サービス
を運行

・大潟村マイタウンバス（コミュニティバス）を
運行

・JR常磐線が昨年12月から運転再開
・町民バス、平成29年4月からデマンドタク
シー運行開始
⇒デマンドタクシーは1便当たり0.*人程度
となっている
・一般乗用タクシー4社、福祉有償運送が
１～２認定。その他、介護タクシーも運行
・75歳以上の利用が多く、恐らく通院目的

・3町村合併当初は合併前役場間を結
ぶバス（行政バス）を運行
・しかし、利用が芳しくなくうまく機能しな
かったため２年で撤退。その後、デマンド
型交通（あいあいタクシー）を運行開
始
・デマンドは商工会で運営。システム・運
営費は町負担。１日100人程度。
（夏140人、冬100人）。病院への利
用が主たる利用目的

2 自治体としての「交通」の今
後の対応

・新幹線駅から竜飛岬まで乗換無しで行けるよう
にしたい
・自家用有償運送の運行委託も検討必要

・制度を変更するとなると、住民が追いつけ
なくなる恐れがある
・蟹田のスーパーまでの足の確保（タクシー
事業者、地元商店街との兼ね合い）

・過疎化、高齢化が進行している中、「移動
の足」を持たない人への対応が必要

・南秋地域公共交通網形成計画策定
・五城目町内循環バス新設及び新マイタ
ウンバス等との接続

・南秋地域公共交通網形成計画策定
・五城目町・八郎潟縦断路線の新設

・南秋地域公共交通網形成計画策定
・マイタウンバスの延伸
・大潟村マイタウンバスから南秋広域マイタウ
ンバスへ再編

・デマンドタクシーの目標として、平均値で1
～2人／便
・亘理町からの宮城病院通院利用で町民
バスを広域連携として利用することも想定

・デマンド交通は、30年度中開所予定
の新庁舎（「じげんプラザ」）を乗り継ぎ
ポイントとしたい
・網形成計画を来年度策定（事業要
望中）

3
住民の声・意見はあるのか
それにどう反映したのか
また、困った点、工夫した点

・特に無し（バス運転手に対し、要望があった場
合には運行に反映）

・特に無し（バス運転手に対し、要望があっ
た場合には運行に反映）

・担当課で直接収集可能な体制
・デマンド試験運行に関して、予約時の抵
抗感、また、乗継時の負担
・場を設けるのではなく、高齢者が集まる機
会等を活用

・運行区域沿線で毎年懇談会を開催
・地域住民が公共交通に対する理解が
ある

・直接要望は無し

・あまり要望はない
・夜の帰りのバスがＪＲと合わないということ
で乗り継ぎ改善要望はある
・高齢者について、買い物ツアーを
　年4回実施
・村づくり計画のＷＳも開催

・ドア・トゥ・ドア要望、当日受付、停留所
追加の要望等あり
・住民説明会を実施
・タクシーと重複しないよう線引き
・震災の影響により問題が増加

・あいあいタクシーの利用者の満足度は
高い
・ただ、合併前３町村の地域ごとにニー
ズとなる目的地が異なっている。

4
首長の声・意見はあるのか
それにどう反映したのか
また、困った点、工夫した点

・特に無し ・特に無し ・交通政策には力を入れて取り組んでおり、
庁内会議、議会等の場で議論 ・町の持ち出しが増えない程度の取組 ― ・議会から夜の通学対応の増便

・首長からは、補助制度を活用する旨 ―
・よく「いい事例を参考に」と言われるが、
町として受け入れられるかをしっかり検討
しないといけない

5 観光客の需要
（訪日外国人も含む）

・観光担当部署がなく、観光二次交通が悩み
・駅間バスは観光客の取り込みが必要 ―

・駅、空港とホテル等を結ぶチャーター車を
利用しているため、少ないのが実態
・拠点周辺、拠点間を結ぶルートが重要

―
・会津三十三観音をはじめとして、観光
も町の柱、外国人の誘客はこれからの課
題

6 周知方法 ・ＰＲ不足 ― ・広報を含めたチラシの作成
・地域振興会議等の組織の集まりを活用 ― ― ―

・広報誌やホームページで広報しているが、
知られていない
・バス運転手からの口コミ

―

7 担当業務における「交通」の
業務が占める割合 ・複数業務を担当している中、1割程度 ・複数業務を担当している中、1割程度 ・複数業務を担当している中、７～８割程

度
・複数業務を担当している中、3人体制
で交通政策も担当

・財政業務を主担当している中、1割未
満

・複数業務を担当している中、交通業務を
担当
・担当者としては1名

・複数業務を担当している中、5割未満程
度

・地域創生、庁舎建設、企画調整等も
兼務、公共交通全体として網形成計画
を策定していこうとしているので、現状は
比重が高まっている

8 業務の引き継ぎ対応 ・前任者に聞きながら覚えていく ・前任者に聞きながら覚えていく ・担当者間のスムーズな引継ぎ、ノウハウの
継承が重要 ・引継書を詳細化

・交替スパンが早いため、覚える前に引き
継ぎ
・現在は前任者が出向中のため確認で
きていない

・近年は前任者がいない状態で引継書を確
認
・現在は前任者の育休のため確認できてい
ない

・バス担当の職員から引き継ぎ ・課長に相談

― ・協議会に参加し、五城目町・大潟村の
施策を見て勉強 ―

10 庁内での異動 ・人による（1，2年の場合や、3，4年の場合も
ある）

・人による（1，2年の場合や、3，4年の
場合もある） ・３年程度 ・５年程度 ・５年程度 ・３年程度 ・3年程度

・10年いることもあり、出戻りが多い ―

・国の補助金の制度や要綱の簡易化
・手続きの段階で何をすべきか、把握でき
るもの
・疑問がある際の相談先

・国の補助金の制度や要綱の簡易化

― ―

他分野との
連携状況 13 福祉部局との連携 ― ― ・情報共有等、できていない状況 ・連携は無し

・連携は無し
・福祉関係の担当者・担当課長とも相
談しながら進めないといけないと認識

・連携は無し
・情報提供はしている

・公共交通会議へ保健福祉部門に入って
もらい、町民を中心にした会議を実施
・福祉有償運送の事務局は保健福祉部
門で受け持っているため、線引きが課題

※福祉ではないが、スクールバスの有効
活用は課題

14 近隣の自治体との、
情報共有・交換、相談

・駅間バスをきっかけに、中里町とイベント関連で
交流 ― ・地域性が近しい自治体等との情報交換 ・地域性が近しい自治体等との情報交換 ・会津若松市等との協議、情報交換

15 被災地への他自治体からの
応援 ― ― ― ― ― ―

・続いている（担当者も兵庫県からの応
援）
・3分の1くらいは派遣職員

―

関係者との
連携状況 16 国への要望

マニュアルの参考状況 ― ―

・議員視察で先進事例を持ち込んでくるが、
本市の地域性にマッチングするか疑問
・県がまとめたものを参考
・国の好事例集はネット等で参考としている
が、本市に見合った手法の検討が必要

・デマンド導入時に中部運輸局のマニュア
ルを参考
・ただし、すべてを見渡すのは厳しい

①地域間幹線系統補助の財源維持、
②広域的な公共交通網形成に対する
支援、③高齢者等に対する公共交通
確保支援（自主返納支援事業に加え
て、タクシー協会、バス協会などの支援
要請や財政支援など）、④公共交通に
関する情報共有や意見交換会などの開
催、について要望（過疎地やデマンド交
通を取り組んでいる市町村間で意見交
換等ができれば）

：青森県回答 ：秋田県回答

・国の研修会の地方開催

・震災後、町外の事業者にバス運行を委
託したが、反発
・バス運転士の年齢制限（６５歳の年齢
制限をクリアできない）

・デマンドはオペレータが一番情報を持っ
ていて、困っている声を聴いている

他地域との
連携状況

・協議会の場での情報交換、相談

・補助制度（収支率への掛け算等）が複
雑
・網形成計画策定以降の補助申請、進
め方、評価の仕方等がわかりにくい
・小規模自治体が簡易的に使える補助制
度

・調査情報を職場の中でも自由に分析
できるような仕組み

外部(事業者)
との

状況・要望
12

事業者の声・意見はあるのか
それにどう反映したのか
また、困った点、工夫した点

・タクシー事業者がライドシェアを非常に警戒
・デマンド導入を打診したが、ドライバー不足から頓挫 ・バスの台数が限られている中、効率的な運

行が課題

・要望としてはなし
・ただし、運転手不足の話が毎回話題
で、計画できても、運行できないのではな
いかという指摘がある

・要望・苦情はドライバーが受けていると
認識
・要望等を取りまとめていただいて、今後
確認予定

―

11
交通業務を行う上で、
あったら良いもの、
困っていること

・制度が大きく変わると追いつくのが大変 ・制度が大きく変わると追いつくのが大変

・公共交通に関する制度等を含めた、行政
としての入門書
・限られた財政の中でどのような支援ができ
るか
・また、短い試験運行等の検証期間におけ
る周知と認知との相反

・秋田市以外は専任担当者がいないので、苦労している
・町の職員も公共交通を利用している人がほぼ皆無なので、初めて知ることが多い

業務・
研修関連

9 「交通」の業務はどのようにし
て身につけたか

・前任者に聞きながら覚えていく
・制度でわからないことあがあれば、支局へ相談

・前任者に聞きながら覚えていく
・制度でわからないことあがあれば、支局へ
相談

・県の新任研修等
・全県の交通担当者を集めて、制度の勉強会を開催

・バス担当の職員から教えてもらう形
・課長に相談、他、隣接市町担当者と
の協議、運輸支局主席専門官への相
談

ヒアリング項目＼自治体
青森県 秋田県

地域の
状況等

・要望としては無し（そもそも実態があまりない）
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(2) 取組に際しての課題の抽出 

(1)のヒアリング調査結果を踏まえ、地域公共交通の維持・確保に対して取り組むに

当たっての課題や工夫の視点について、場面ごとに次の通り整理する。 

 

1)  地域へのアプローチについて 

・地域へのアプローチの手法として、地方公共団体が新たに会議体を設置せずに、既

存組織（懇談会や説明会）を活用することで、地域の本音を引き出す工夫を行って

いるところがある。 

・また、住民からの要望等はあまりないという回答が多いが、より要望を反映しやす

くするために、ＷＳを開催する地方公共団体もみられた。 

・チラシや広報誌等を活用し、周知している地方公共団体もあるが、周知不足がある。 

 

2)  交通に係る業務の実態について 

・「交通」業務専門で担当する地方公共団体はみられなかった。よって、多くの地方公

共団体において、他の行政分野と兼務しながら、地域公共交通の維持・確保に取り

組まざるを得ない状況であることが推察される。 

・また、人事異動の際に、引継ぎの中で業務を覚えていく地方公共団体は多いが、地

方運輸局や県が主催した勉強会などの国・県のサポートも有効に活用しながら知識

を得ているところもみられた。 

・なお、地方公共団体の職員にとって使用しやすい、見本としやすいマニュアルの考

え方としては、制度関係に係る情報の充実を求める意見が多かった。特に、地域公

共交通網形成計画を策定して以降の補助制度の活用の仕方、進め方、評価の仕方等

がわかりにくいという指摘もあった。 

・さらに、情報共有は関係主体間での合意形成、庁内の調整・決裁においても重要で

あるとの意見があった。地域の課題把握に当たっては外注による調査実施が必要な

状況ではあるが、簡便な方法で自治体職員が自ら分析できるツールなどが有用であ

るとの意見が挙がった。 

 

3)  対事業者について 

・近年叫ばれているドライバー不足やバスの台数制限の問題は、ヒアリング対象の市

町村においても問題としてみられた。これらの制約条件に伴い、地域公共交通の維

持・確保において、地方公共団体の要望・意見が採用されないこともあることが把

握された。 

・一方、普段の地域公共交通の利用実態や市民ニーズの把握に当たっては、ドライバ

ーやオペレータが要望・苦情を受けた内容を有効活用する事例もみられた。 

 

4)  他分野連携、他地域連携について 

・他の行政分野と連携が図られている自治体はあまりみられなかった。事業内容によ

っては担当が重複していることもみられた。 

・一方で、隣接する他の市町村と連携が取れている市町村が多く、そこで情報共有を
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行いながら、地域公共交通の維持・確保を進めている実態も把握された。 

・また、地域性の類似が、市町村における取組の参考となっていることも意見として

挙がった。 

 

5)  その他マニュアルに求める内容等の意見について 

・マニュアル自体を簡易化し、すぐに読める体裁とすることの要望・意見が多く挙が

った。 

・また、地方公共団体の地域特性に応じた好事例集の作成を求める意見や、マニュア

ルの策定後の研修の開催等に関する意見も挙がった。 
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4. 取組の有効性検証 

 (1) 地域公共交通東北仕事人会議での意見聴取 

1)  意見聴取の概要 

1～3章の検討結果をまとめ、後述する 5章で作成するマニュアルの考え方について、

「地域公共交通東北仕事人会議」において説明し、意見聴取を行った。 

実施概要については下記の通りとなる。 

   ○実施日時 

    ・平成 30年 2月 2日（金）15時 00分～18時 00分 

 

2)  意見聴取結果 

意見聴取を行った結果としては、主な意見については下記の通りである。なお、巻

末参考資料に、意見聴取結果の議事要旨を掲載する。 

 

 【意見聴取の主な概要】 

  ○網羅的である一方、量が多いために、初任者等が逆に仕事が大変と思われかねない。 

・地域公共交通対策の教科書をつくる必要はないと思う。全体を通して、「これだけ

押さえておけば良い」ということも大事なのではないか。 

・体系的に学ばせるのではなく、今これが大事、といったストーリーの方がよい。 

・この構成・内容については、研修して理解させようと言う趣旨ならば分かるが、

もっと、漫画や絵本のようなもので興味を持ってもらう等の工夫が必要ではない

か。公共交通対策に入っていくきっかけをつくるテキストであるべきと考える。 

・全てを網羅する必要は感じない。これだけは知って欲しいというネタを並べる形

で十分と思う。 

 

  ○地域公共交通に対する仕事の重要性を伝えられるような構成とすべき 

・「交通」という言葉ではなく「交流」の方が良いと感じている。交通の必要性をあ

まり感じていない方としては、やることが多すぎると感じてしまうのではないか。 

・地域公共交通に取り組むことの意義を冒頭２P程度で述べておくことが重要ではな

いか。交通をないがしろにすることで、交流がないがしろにされる等危機感を共

有できるように工夫が必要である。 

・行政が担うべき意義については担当者の心に響くよう、イントロ部分を工夫して

欲しい。 

・冒頭で「公共交通を考える仕事とは何か？」ということを記載する方向がよい。

その上で、みなさんに知っていただくこととして「仕事を知る」という過程が重

要となる。その次に、「乗って知ってもらう」に繋げていく展開が考えられるが、

その前に「調べる」という過程もあると思う。担当者全員にまずは知ってもらう

ことについての整理が必要である。 

・新任にかかわらず、担当者の多くはマイカーしか使っていない。私自身、地域へ
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のアプローチにおいて住民と話す機会があれば、「このままマイカーを使い続ける

とどうなるのか」という話題から入っている。マイカーを使い続けた社会の怖さ

を伝え、本当にこのままでよいのかと考えさせた上で、公共交通へとしている。

そういう意味では最初の導入部分は、地域へのアプローチも参考にしても良いの

ではないか。 

 

  ○マニュアルという名称自体が初任者にとって重たく感じられる。 

・なぜ「マニュアル」という名前にしたのかという感想がある。現在のたたき台は

既存のマニュアルを要約しているだけと感じてしまう。そのため、担当者にとっ

ては非常に重たい。「初学者が読んでもらう」というものをイメージし作成した方

が良いのではないか。 

 

  ○自治体職員が直面する場面に即して、業務に入る際に障壁となる事項を並べ、考え

るべき視点を明記するような形とした方がよい。 

・確保・維持を前提に考えると、「まるごとブック」の流れとなってしまうが、引き

継がれた際には、自治体によってそれぞれ段階、立場も異なるため、「シーン１ ○

○した際の・・・」というものがあれば想像しやすいのではないか。（内容量とし

ては現たたき台の４分の１くらいのものが理想である） 

 （例）シーン１：課題が分からない 

    シーン２：計画を作れと言われた 

    シーン３：ネットワークを見直せと言われた 

    シーン４：デマンドやコミバスを入れろと言われた 

    シーン５：利用者のいないバスをどうにかしろと言われた  等 

・これらのシーンを想定した整理と合わせ、あまり「仕事が多すぎる」と感じない

ような工夫が必要である。むしろ、「公共交通を考えることは楽しい」ということ

を打ち出す構成の方がよい。 

・「○○という問題があったときに○○した」という整理が重要と感じる。 

・「マニュアル」に拘るならば、自治体が困っていることに寄り添うしかない。彼ら

の悩みである首長や議会対応といった視点での整理が必要となる。むしろ、マニ

ュアルの前段に書かれるような内容を中心に整理していく方向性もあるのではな

いか。 

・地方公共団体からの相談として、「急に言われる」「急に引き継がれる」という問

題をよく耳にする。例えば、「市長選でデマンドをやるから食い止めたい」という

相談もあった。 

 

  ○その他の意見 

・このマニュアルを初めて見て、興味を持った人が「まるごとブック」を読み、秋

の「おでかけ交通博」への参加につながるような動機付けになると良い。 

・内容で不足している部分として「調査」がある。科学的に検証し、合理的な評価

が必要であると言った観点での整理を入れた方が良い。  
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5. 他地域への展開 

 (1) マニュアルの作成 

1)  基本方針 

➀作成の目的 

   東北地方においては、今後ますますの人口減少や復興創生の推進等により、さらな

る情勢変化が予想される中、地域の持続的発展において、「交通」が果たすべき役割は

引き続き大きく、時代に即応し効果的に「交通」に関する取組を推進していくことが

必要不可欠である。 

また、「交通」に関する取組を推進する上で、過去の施策の経験や成果等を有効活用

することも重要であるが、施策等の効果の有無は地域によりさまざまであり、地域毎

の相違・要因等の整理を踏まえた対応が求められる。 

このような中、「交通」の維持・確保の主体的な役割を担う地方公共団体においては、

厳しい財政状況のもと、「交通」の諸問題に専任的に携われる状況にないところが多く、

様々な行政分野に関する業務と掛け持ちしながら対応していかなければならないのが

実態としてある。 

このような状況を鑑み、各地方公共団体等の担当者が「交通」の維持・確保に対し

円滑に取り組んでいくことができるよう、その支援の一環として、地域の実情に即し

た創意工夫の視点と取組の順番・手法をわかりやすく提示した『マニュアル』を定め

ることとし、担当者の活用によって地域の実情に即した取組の推進を図ることを目的

とした。 

 

②対象者の考え方 

   地方公共団体等の担当者向けに作成した。 

   「交通」の維持・確保に関する担当業務全般に係る基本的事項・留意事項を取りま

とめ、様々な場面にて発生する疑問点を逆引き的に調べられ、業務に活用できるよう

ポイントを紹介する形で作成。特に、業務に入っていくに当たって障壁となり得る事

項を中心に整理した。 

また、人事異動等により新たに着任した担当者が「交通」の維持・確保に円滑に取

り組んでいけるよう配慮し、前任者との間の引き継ぎ用資料としての活用等も念頭に

作成することで、既存マニュアルとの差別化を図った。 

    

③マニュアルの発行者・監修者 

   国土交通省東北運輸局とする。なお、マニュアルの活用促進を図るために、「地域公

共交通東北仕事人“監修”」とした。 

   

 ④マニュアルのタイトルの検討 

   新任担当者にとって抵抗なく読んでいただけるよう、タイトルについては、堅苦し

くすることなくなるよう工夫し、「ポイント集」と位置づけた。 
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⑤マニュアルで記載すべきポイント・概略構成 

   昨年度の東北地方交通審議会における報告、及び地方公共団体へのヒアリング調査

結果等を踏まえつつ、次の点に関する「実施すべき事項」「留意事項」及び「その手法」

をポイントとして作成した。 

   なお、交通の維持・確保の全場面を網羅的に提示した場合、記載事項が多岐に渡る

ことで、伝えたいポイントが不明瞭となる可能性があるほか、仕事量が多いと感じ新

任担当者から敬遠される可能性も考えられるため、重要な場面におけるポイント集と

しての整理を心がける（詳細は既存マニュアルを参照とする）。 

   また、地方公共団体の担当者からの照会ニーズが高い「法制度の紹介や補助金活用

方策（必要となる手続きの概略）」についても後段に盛り込むこととするが、「詳細に

ついては運輸局・運輸支局へ相談」という形とし、細部までは記載しない。 

 

 【はじめに】 

① 「地域の交通を考える」とは？ 

－ 地域公共交通の紹介と合わせ、交通の維持・確保を進めない場合に生じる問題を

提示しながら、交通を考えること（仕事）の重要性、意義を伝える 

－ 取組に当たって重要となる共通キーワードを紹介 

 ・「地域」を知ることが重要 

 ・交通は「目的」ではなく「手段」であること 

 ・「線（路線の導入）」＋「点（拠点の整備、乗り継ぎのしやすさなど）」＝「面（ネ

ットワーク）」を実現する 

 ・多様な関係者と連携し、粘り強く取り組むこと 

 ※ただし、大変すぎる仕事と敬遠されないよう、本マニュアルを参考にすること

で、一助となることも記載する。 

－ 「そもそも“地域公共交通”とは？」として対象となる交通モードと関係する法

律について紹介 

 

 

 【本書の構成紹介（以下２部構成）】 

 本書の概要（対象者、活用場面、読み方等）を紹介するとともに、第１編、第２編

の考え方及び重要ポイントについて目次的に紹介する。 

－ 「何から始めればよいかわからない、どうしよう」 

 →最低限押さえてほしいポイント 

－ 「突然の指示・対応事項発生、どうしよう」 

 →業務の場面毎の重要ポイント 
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 【 第１編 何から始めればよいかわからない、どうしよう・・・ 

 ～交通の維持・確保対策の必要性を認識するために～】 

地方公共団体の担当者が実際に地域公共交通の維持・確保へ取り組む前段階として、

また、取組を推進する意思決定を検討するに当たって、最低限押さえていただきたい

ポイントとなる事項を問題・場面ごとに中心に整理する（※概ね１場面２頁程度）。 

 

① そもそもまちの公共交通を知らない 

－ 何がどう運行しているのかを調べる 

－ 実際に「乗って」「見て」「聞いて」「感じる」 

② 何が起きているのか分からない 

－ 「過去を知る」これまでの取組を確認する 

－ 「現在を知る」運行している（していない）地域を訪れ、自身の目で見る・聞く・

調べる 

－ 「将来を知る」地域の目指す将来像・方向性を確認する 

③ 何を考え、どう対処すればよいか分からない 

－ 様々なデータを地図上に落とし、可視化して共有する 

－ 公共交通の実態を把握し、課題を浮かび上がらせる 

－ 様々な事例を参考にする（ただし、導入背景を踏まえる） 

④ １担当だけでは対応できない 

－ 「地域住民、企業・団体等」との関係をつくる 

－ 「交通事業者」との関係をつくる 

－ 「庁内」で交通が関係する部署とも協力する 

－ 「身近な専門家」に相談する 

  （※この中で「地域公共交通東北仕事人制度」及び「国土交通省主催の各種研修」

について紹介） 

 

→地域の実情を踏まえ、この４つのポイントをもとに現状・将来課題を把握できれ

ば、創意工夫の視点づくりは可能となる。この視点を活かして、これ以降の取組

の推進へ。（取組時の留意事項の概略は第２編で紹介） 

 

 【 コラム：市町村担当者の経験談】 

本マニュアルに親近感を抱いていただけるよう、市町村の地域公共交通担当職員の

経験談を挿入した。なお、協力いただいたのは下記２名である。 

・柏木康豪氏（福島県会津若松市企画政策部地域づくり課公共交通グループ） 

・伊藤 郭氏（秋田県五城目町まちづくり課まちづくり係） 
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【 第２編 突然の指示・対応事項発生、どうしよう・・・ 

～交通の維持・確保に向けた様々な取組上のポイントとは～】 

首長や議会対応、地域からの要望・陳情が発生したときに、どのように対処してい

くべきかについて、実際に維持・確保に取り組むステップ（課題把握→計画策定→事

業化→事業継続）をいくつかの場面に分け、取り組むべきポイントを整理する。 

なお、場面の解説、ポイントと重要事項の列挙にとどめ、具体的な解説や理論説明

は、既存マニュアルにゆだねることとする（※概ね１場面１頁程度）。 

 

① 地域のニーズ・課題を把握しなければならないとき 

－ 運行状況、地域の実情を多角的に調査する 

－ 現状の交通ができていること、できていないことをデータ分析する 

 

② 計画を策定しなければならないとき 

※地域公共交通の計画の種類を照会するとともに、以下ポイントに基づき進める

ことを紹介する。 

－ 理念・方針・目標を明確にし、交通の望ましい姿の共有と関係者の役割を規定す

る 

 

③ 交通手段の見直しをしなければならないとき 

－ まずは現状をしっかり見極める 

－ 地域の実情に応じた具体策を検討する 

－ マネジメントサイクルを意識する 

 

④ 運行に向けた手続きや補助金の申請をしたいとき 

－ 運行に向けた手続き（道路運送法に基づく許認可等） 

－ 補助金を交付するための手続き 

 →詳しくは、運輸局／運輸支局へ 

 

⑥作成上の留意事項 

   ・各ポイントについては、極力文章を減らして完結に取りまとめ、全体ボリューム

を削減（１ポイント２～４ページ程度）。全体で 24ページとした。 

    ※地方公共団体に対するヒアリングの結果、既存マニュアル・手引き等の厚い冊

子の場合は、読み通す時間がなく、結果として理解につながっていないことが

判明 

   ・既存マニュアルと連携し、詳細な説明事項は既存マニュアルの該当ページを参照

する形にて作成。理論関係は既存マニュアルにゆだねることとし、「何をやるのか、

何ができそうなのか」といったものがイメージしやすいものとした。 
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2)  作成したマニュアル 
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参考資料：第 8回地域公共交通東北仕事人会議 議事要旨 

 

日時：平成３０年２月２日（金）１５：００～１８：００ 

場所：仙台第四合同庁舎 ４階 海技試験室 

出席： 

【地域公共交通東北仕事人】 

元田 良孝 岩手県立大学名誉教授 

北原 啓司 弘前大学大学院地域社会研究科研究科長 

吉田 樹 福島大学人文社会学群経済経営学類准教授 

熊井 大 交通エコロジー・モビリティ財団 交通環境対策部担当課長 

伊地知 恭右 特定非営利活動法人まちもびデザイン事務局長 

鈴木 文彦 交通ジャーナリスト 

髙橋 潤 八戸市都市整備部都市政策課主幹 

奥山 武信 株式会社ミヤコーバス業務部業務部長 

及川 孝 有限会社フタバタクシー代表取締役 

大野 悠貴  名古屋大学大学院環境学研究科研究員 

村上 早紀子 弘前大学大学院地域社会研究科客員研究員 

【東北運輸局】 

藤澤 義人 交通政策部長 

菅原 克也 交通政策部計画調整官 

菊地 香織 交通政策部交通企画課長 

長澤 秀博 交通政策部交通企画課長補佐 

鎌田 徹 交通政策部交通企画課専門官 

住吉 秀夫 交通政策部交通企画課専門官 

遠藤 明良 交通政策部交通企画課専門官 

齋藤 大典 交通政策部交通企画課係員 

木村 高広 青森運輸支局企画調整部門首席運輸企画専門官 

佐藤 雅和 岩手運輸支局企画調整部門首席運輸企画専門官 

伊藤 誠 岩手運輸支局輸送・監査部門首席運輸企画専門官 

荒 茂  宮城運輸支局総務企画部門首席運輸企画専門官 

岩淵 正宏 秋田運輸支局総務企画部門首席運輸企画専門官 

會田 光 山形運輸支局総務企画部門首席運輸企画専門官 

牛渡 朋幸 福島運輸支局企画調整部門首席運輸企画専門官 

及川 三千男 福島運輸支局輸送・監査部門首席運輸企画専門官 

 

【日本能率協会総合研究所】 

吉川 弘晃 社会環境研究事業本部交通・まちづくり研究部長 

上原 穂高 社会環境研究事業本部交通・まちづくり研究部主任研究員 

藤﨑 崇 社会環境研究事業本部交通・まちづくり研究部研究員 

齋藤 宣弘 社会環境研究事業本部交通・まちづくり研究部研究員 

松﨑 祐樹 社会環境研究事業本部交通・まちづくり研究部研究員 
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【議事概要】 

１．開 会 

 

２．藤澤交通政策部長より挨拶 

 

３．第 4回おでかけ交通博 2017inきたかみ実施報告 

 

４．「地域公共交通東北仕事人会議」の登録について 

● 村上先生より発表 

 

５．仕事人からの事例発表及び意見交換 

● 吉田先生より発表 

● 鈴木先生より発表 

 

６．「地域の実情に即した創意工夫による交通の維持・確保方策に関するマニュアル」

の作成について質疑応答 

●（伊地知）：・「交通」という言葉ではなく「交流」の方が良いと感じている。交通の

必要性をあまり感じていない方としては、やることが多すぎると感じ

てしまうのではないか。 

・地域公共交通に取り組むことの意義を冒頭２P程度で述べておくことが

重要ではないか。交通をないがしろにすることで、交流がないがしろに

される等危機感を共有できるように工夫が必要である。 

・行政が担うべき意義については担当者の心に響くよう、イントロ部分

を工夫して欲しい。 

・こういったものは、バス事業者の新人にも読んでいたただきたい。北

海道の仕事をしており、新卒採用者や高卒者への教育プログラムを策定

している。将来、こんなバスドライバーになって欲しいと言うことを伝

えているが、課題を抽出していく必要性を検討してもらうように留意し

て取り組んでいる。 

⇒（事務局）：・イントロ部分については吉田先生へ事前に相談した際に、「取り組むた

めの何か条」といったことがいいのではという提案を受けている。そ

の部分がまだ反映できていない。 

●（吉田）：・なぜ「マニュアル」という名前にしたのかという感想がある。現在のた

たき台は既存のマニュアルを要約しているだけと感じてしまう。そのた

め、担当者にとっては非常に重たい。「初学者が読んでもらう」という

ものをイメージし作成した方が良いのではないか。 

・冒頭で「公共交通を考える仕事とは何か？」ということを記載する方向

がよい。その上で、みなさんに知っていただくこととして「仕事を知る」

という過程が重要となる。その次に、「乗って知ってもらう」に繋げてい

く展開が考えられるが、その前に「調べる」という過程もあると思う。
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担当者全員にまずは知ってもらうことについての整理が必要である。 

・確保・維持を前提に考えると、「まるごとハンドブック」の流れとなって

しまうが、引き継がれた際には、自治体によってそれぞれ段階、立場も

異なるため、「シーン１ ○○した際の・・・」というものがあれば想像

しやすいのではないか。（内容量としては現たたき台の４分の１くらいの

ものが理想である） 

 （例）シーン１：課題が分からない 

    シーン２：計画を作れと言われた 

    シーン３：ネットワークを見直せと言われた 

    シーン４：デマンドやコミバスを入れろと言われた 

    シーン５：利用者のいないバスをどうにかしろと言われた  等 

・これらのシーンを想定した整理と合わせ、あまり「仕事が多すぎる」と

感じないような工夫が必要である。むしろ、「公共交通を考えることは楽

しい」ということを打ち出す構成の方がよい。 

●（元田）：・公共交通について全く分からない人が多い中、マニュアルを作成しよう

と言うモチベーションは理解できる。 

・ただし、そもそも２０Pで収まるのかが疑問である。また、事例を入れて

いった方がわかりやすいのではないか。今の記載では事象がイメージでき

ない人には理解してもらいにくい。 

・不足している部分として「調査」がある。科学的に検証し、合理的な評

価が必要であると言った観点での整理を入れた方が良い。 

・この構成・内容については、研修して理解させようと言う趣旨ならば分

かるが、もっと、漫画や絵本のようなもので興味を持ってもらう等の工

夫が必要ではないか。公共交通対策に入っていくきっかけをつくるテキ

ストであるべきと考える。 

●（北原）：・地域公共交通対策の教科書をつくる必要はないと思う。全体を通して、

「これだけ押さえておけば良い」ということも大事なのではないか。 

      ・体系的に学ばせるのではなく、今これが大事、といったストーリーの方

がよい。 

・マニュアルという言葉で逆に縛られてしまっているのではないか。 

・ある町の計画策定過程において、公表用資料を作成したが、見るなら見

てみろといった感じであった。何をするために、何故考えないといけな

いのかといった観点で、なぜ公共交通を学ぶことが大事なのか？という

ことを伝えていくことが必要である。 

・全てを網羅する必要は感じない。これだけは知って欲しいというネタを

並べる形で十分と思う。 

●（熊井）：・このマニュアルで学んで仕事に従事し始め、夏にまるごとブックを読ん

で、秋におでかけ博に来るというような仕組みとなればよい。 

●（大野）：・新任の担当者は住民と同じようなレベルにあるということを前提に、丁

寧な説明が必要となる。 
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・モチベーションが低い方はそもそも文章を読まないことがあるのではな

いか。アプリやゲームというような新たなものであれば担当者も入りや

すいと思う。今年度は記載すべきことを整理して、来年度以降そういっ

た工夫した展開を考えることも一つと思う。 

・Point４の流れからすると、「計画策定が最終目的」と感じてしまう。計

画策定が目的化されないようにした方がよい。交通の望ましい姿を実現

していくという中で、ビジョン作りが終着点となるべきである。そのた

めに、計画策定、ＰＲ等々という手段に関する整理であるべきと考える。 

●（高橋）：・交通がなぜ大事なのか、ということは誰も教えてくれない。そういうこ

とは重要なのではないか。 

●（鈴木）：・みなさんの意見は重要であり、私自身も同じ方向性だと考えている。今

年度反映することができないものとしても、今後は新しいものも検討し

ていただきたい。 

      ・新任にかかわらず、担当者の多くはマイカーしか使っていない。私自身、

地域へのアプローチにおいて住民と話す機会があれば、「このままマイ

カーを使い続けるとどうなるのか」という話題から入っている。マイカ

ーを使い続けた社会の怖さを伝え、本当にこのままでよいのかと考えさ

せた上で、公共交通へとしている。そういう意味では最初の導入部分は、

地域へのアプローチも参考にしても良いのではないか。 

      ・「マニュアル」に拘るならば、自治体が困っていることに寄り添うしかな

い。彼らの悩みである首長や議会対応といった視点での整理が必要とな

る。むしろ、マニュアルの前段に書かれるような内容を中心に整理して

いく方向性もあるのではないか。 

⇒（事務局）：・そもそも、マニュアルを引いた際に、「〇〇をする」といった場合にど

うすれば良いのかわからない部分があると思っている。その部分の解

決へ手助けとなるようにしていかなければならない。 

●（北原）：・全ての人は自分の興味があるものから入っていく。体系的に整理されて

いても誰も全部は読まない。 

●（吉田）：・地方公共団体からの相談として、「急に言われる」「急に引き継がれる」

という問題をよく耳にする。例えば、「市長選でデマンドをやるから食

い止めたい」という相談もあった。 

・このような、「具体的なシーンがあって、そこをどうやってブレイクスル

ーしてきたか」ということが大事なのではないか。 

・全体的には整理を変え、現在のエッセンスを散りばめれば、よりよいも

のができると思う。 

●（鈴木）：・「○○という問題があったときに○○した」という整理が重要と感じる。 

 

以上 
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